
（別紙） 

 

「大気汚染防止法第 22条の規定に基づく大気の汚染の状況の常時監視に関する事務の処理基準」 

改正新旧対照表 

改 正 後 現   行 

 目 次  

Ⅰ～Ⅲ （略） 

Ⅳ 有害大気汚染物質等に係る常時監視 

（略） 

附則 

 

Ⅰ 大気汚染状況の常時監視の目的 （略） 

 

Ⅱ 窒素酸化物、浮遊粒子状物質等に係る常時監視 （略） 

 

Ⅲ 微小粒子状物質に係る常時監視 （略） 

 

Ⅳ 有害大気汚染物質等に係る常時監視 

 

１．測定対象 

有害大気汚染物質のなかの優先取組物質（当該物質の有害性の程

度や我が国の大気環境の状況等にかんがみ健康リスクがある程度

高いと考えられる物質で、別添に掲げるものをいう。）のうち既に

測定方法の確立している物質（ダイオキシン類を除く。）で以下に

掲げるもの、並びに水銀及びその化合物について、測定を実施する。 

 目 次  

Ⅰ～Ⅲ （略） 

Ⅳ 有害大気汚染物質に係る常時監視 

（略） 

附則 

 

Ⅰ 大気汚染状況の常時監視の目的 （略） 

 

Ⅱ 窒素酸化物、浮遊粒子状物質等に係る常時監視 （略） 

 

Ⅲ 微小粒子状物質に係る常時監視 （略） 

 

Ⅳ 有害大気汚染物質に係る常時監視 

 

１．測定対象 

有害大気汚染物質のなかの優先取組物質（当該物質の有害性の程

度や我が国の大気環境の状況等にかんがみ健康リスクがある程度

高いと考えられる物質で、別添に掲げるものをいう。）のうち、既

に測定方法の確立している物質（ダイオキシン類を除く。）で、以

下に掲げるものについて、測定を実施する。 



 

アクリロニトリル 

アセトアルデヒド 

塩化ビニルモノマー 

塩化メチル 

クロム及び三価クロム化合物 

六価クロム化合物 

クロロホルム 

酸化エチレン 

１，２－ジクロロエタン 

ジクロロメタン 

（削除） 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

トルエン 

ニッケル化合物 

ヒ素及びその化合物 

１，３－ブタジエン 

ベリリウム及びその化合物 

ベンゼン 

ベンゾ［ａ］ピレン 

ホルムアルデヒド 

マンガン及びその化合物 

 

アクリロニトリル 

アセトアルデヒド 

塩化ビニルモノマー 

塩化メチル 

クロム及び三価クロム化合物 

六価クロム化合物 

クロロホルム 

酸化エチレン 

１，２－ジクロロエタン 

ジクロロメタン 

水銀及びその化合物 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

トルエン 

ニッケル化合物 

ヒ素及びその化合物 

１，３－ブタジエン 

ベリリウム及びその化合物 

ベンゼン 

ベンゾ［ａ］ピレン 

ホルムアルデヒド 

マンガン及びその化合物 



 

以上に掲げる物質のうち、クロム及び三価クロム化合物、六価クロ

ム化合物、ニッケル化合物、ヒ素及びその化合物、ベリリウム及びそ

の化合物並びにマンガン及びその化合物については、原則として粒子

状の物質に限る。水銀及びその化合物については、原則としてガス状

のものに限る。 

ニッケル化合物、ヒ素及びその化合物、ベリリウム及びその化合物、

マンガン及びその化合物並びに水銀及びその化合物については、個別

の物質によって健康リスクが異なると思われるが、現時点では、個別

の物質ごとに選択して測定を実施することが困難であるため、それぞ

れの金属及びその化合物ごとに、当該金属化合物の全量又は当該金属

及びその化合物の全量（金属換算値）を測定するものとする。クロム

及び三価クロム化合物並びに六価クロム化合物については、現時点で

は測定が困難であるため、当面、クロム及びその化合物の全量（クロ

ム換算値）を測定するものとする。 

（以下略） 

 

２．測定地点の数及び選定 

（１）測定地点区分 （略） 

（２）測定地点数 

都道府県は、政令市と協議の上、当該都道府県における望ましい

測定地点数の水準を決定するものとする。望ましい測定地点数の水

準は、全国標準監視地点と地域特設監視地点のそれぞれについて、

 

以上に掲げる物質のうち、クロム及び三価クロム化合物、六価クロ

ム化合物、ニッケル化合物、ヒ素及びその化合物、ベリリウム及びそ

の化合物並びにマンガン及びその化合物については、原則として粒子

状の物質に限る。水銀及びその化合物については、原則としてガス状

のものに限る。 

水銀及びその化合物、ニッケル化合物、ヒ素及びその化合物、ベリ

リウム及びその化合物並びにマンガン及びその化合物については、個

別の物質によって健康リスクが異なると思われるが、現時点では、個

別の物質ごとに選択して測定を実施することが困難であるため、それ

ぞれの金属及びその化合物ごとに、当該金属化合物の全量又は当該金

属及びその化合物の全量（金属換算値）を測定するものとする。クロ

ム及び三価クロム化合物並びに六価クロム化合物については、現時点

では測定が困難であるため、当面、クロム及びその化合物の全量（ク

ロム換算値）を測定するものとする。 

（以下略） 

 

２．測定地点の数及び選定 

（１）測定地点区分 （略） 

（２）測定地点数 

都道府県は、政令市と協議の上、当該都道府県における望ましい

測定地点数の水準を決定するものとする。望ましい測定地点数の水

準は、全国標準監視地点と地域特設監視地点のそれぞれについて、



以下のとおり算定する。 

① 全国標準監視地点の測定地点数の算定 

ア 人口及び可住地面積による測定地点数の算定 

有害大気汚染物質並びに水銀及びその化合物（以下「有害大

気汚染物質等」という。）による大気汚染の防止に関する施策

その他の措置は、科学的知見の充実の下に、将来にわたって人

の健康に係る被害が未然に防止されるようにすることを旨と

して、実施されなければならない。この理念に基づき、有害大

気汚染物質等の人への曝露の指標となる以下の人口基準及び

可住地面積（総面積から林野面積及び湖沼面積を差し引いたも

の。）基準で算定された都道府県ごとの測定地点数のうち、数

の少ない方を都道府県ごとの基本的な測定地点数とする。 

（以下略） 

（３）測定地点の選定 

（略） 

① 一般環境 

一般環境における測定地点は、固定発生源又は移動発生源から

の有害大気汚染物質等の排出の直接の影響を受けにくいと考え

られる地点について、地域における有害大気汚染物質等による大

気汚染の状況の把握が効果的になされるよう選定するものとす

る。また、経年変化が把握できるよう、原則として同一地点で継

続して監視を実施するものとする。 

② 固定発生源周辺 

以下のとおり算定する。 

① 全国標準監視地点の測定地点数の算定 

ア 人口及び可住地面積による測定地点数の算定 

有害大気汚染物質による大気汚染の防止に関する施策その

他の措置は、科学的知見の充実の下に、将来にわたって人の健

康に係る被害が未然に防止されるようにすることを旨として、

実施されなければならない。この理念に基づき、有害大気汚染

物質の人への曝露の指標となる以下の人口基準及び可住地面

積（総面積から林野面積及び湖沼面積を差し引いたもの。）基

準で算定された都道府県ごとの測定地点数のうち、数の少ない

方を都道府県ごとの基本的な測定地点数とする。 

（以下略） 

 

（３）測定地点の選定 

（略） 

① 一般環境 

一般環境における測定地点は、固定発生源又は移動発生源から

の有害大気汚染物質の排出の直接の影響を受けにくいと考えら

れる地点について、地域における有害大気汚染物質による大気汚

染の状況の把握が効果的になされるよう選定するものとする。ま

た、経年変化が把握できるよう、原則として同一地点で継続して

監視を実施するものとする。 

② 固定発生源周辺 



ア 測定地点の選定 

固定発生源周辺における測定地点については、固定発生源に

おける有害大気汚染物質等の製造、使用及び排出の状況、気象

条件及び地理的条件を勘案して、排出が予想される物質の濃度

が、固定発生源における他の地点と比較して相対的に高くなる

と考えられる地点を優先的に選定するよう努めるものとする。 

なお、排出の状況については、特定化学物質の環境への排出

量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律に基づくPRTR

届出データ及びそれに準ずる情報を踏まえ把握することを基

本とする。 

また、経年変化が把握できるよう、原則として同一地点で継

続して監視を実施するものとする。しかし、それぞれの固定発

生源によって、有害大気汚染物質等の製造・使用状況等が異な

ることが考えられるため、ある地点における測定結果から他の

地点における大気汚染の状況を推測することは難しい。このた

め、より多くの地点においてきめ細かく有害大気汚染物質等の

汚染状況を監視する必要性等の観点から、年度ごとに測定地点

を変えて監視を実施することは差し支えない。 

イ 測定項目 （略） 

③ 沿道 

ア 測定地点の選定 

沿道における測定地点については、交差点、道路及び道路端

付近において、自動車から排出される有害大気汚染物質等によ

ア 測定地点の選定 

固定発生源周辺における測定地点については、固定発生源に

おける有害大気汚染物質の製造、使用及び排出の状況、気象条

件及び地理的条件を勘案して、排出が予想される物質の濃度

が、固定発生源における他の地点と比較して相対的に高くなる

と考えられる地点を優先的に選定するよう努めるものとする。 

なお、排出の状況については、特定化学物質の環境への排出

量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律に基づくPRTR

届出データ及びそれに準ずる情報を踏まえ把握することを基

本とする。 

また、経年変化が把握できるよう、原則として同一地点で継

続して監視を実施するものとする。しかし、それぞれの固定発

生源によって、有害大気汚染物質の製造・使用状況等が異なる

ことが考えられるため、ある地点における測定結果から他の地

点における大気汚染の状況を推測することは難しい。このた

め、より多くの地点においてきめ細かく有害大気汚染物質の汚

染状況を監視する必要性等の観点から、年度ごとに測定地点を

変えて監視を実施することは差し支えない。 

イ 測定項目 （略） 

③ 沿道 

ア 測定地点の選定 

沿道における測定地点については、交差点、道路及び道路端

付近において、自動車から排出される有害大気汚染物質による



る大気汚染状況が効率的に監視できるよう、車種別交通量、走

行速度、気象条件及び地理的条件を勘案し、自動車からの排出

が予想される有害大気汚染物質等の濃度が、沿道における他の

地点と比較して相対的に高くなると考えられる地点を優先的

に選定するよう努めるものとする。 

また、経年変化が把握できるよう、原則として同一地点で継

続して監視を実施するものとする。 

イ 測定項目 （略） 

（４）、（５） （略） 

 

３．測定頻度等 

長期曝露による健康リスクが懸念されている有害大気汚染物質等

の常時監視においては、原則として年平均濃度を求めるものとする。 

有害大気汚染物質等の排出等は、人の社会・経済活動に密接に関係

しているため、季節変動、週内変動及び日内変動が認められる。常時

監視に当たって、これらの変動が適切に平均化されるよう、原則とし

て月１回以上の頻度で測定を実施するものとする。その際、連続２４

時間のサンプリングを実施し、日内変動を平均化するものとする。さ

らに、サンプリングを実施する曜日が偏らないようにし、週内変動を

平均化することが望ましい。 

サンプリング方法及び対象物質によっては、連続２４時間のサンプ

リングによると破過する場合があるが、この場合はサンプリングを数

回に分けて連続して行うものとする。 

大気汚染状況が効率的に監視できるよう、車種別交通量、走行

速度、気象条件及び地理的条件を勘案し、自動車からの排出が

予想される有害大気汚染物質の濃度が、沿道における他の地点

と比較して相対的に高くなると考えられる地点を優先的に選

定するよう努めるものとする。 

また、経年変化が把握できるよう、原則として同一地点で継

続して監視を実施するものとする。 

イ 測定項目 （略） 

（４）、（５） （略） 

 

３．測定頻度等 

長期曝露による健康リスクが懸念されている有害大気汚染物質の

常時監視においては、原則として年平均濃度を求めるものとする。 

有害大気汚染物質の排出等は、人の社会・経済活動に密接に関係し

ているため、季節変動、週内変動及び日内変動が認められる。常時監

視に当たって、これらの変動が適切に平均化されるよう、原則として

月１回以上の頻度で測定を実施するものとする。その際、連続２４時

間のサンプリングを実施し、日内変動を平均化するものとする。さら

に、サンプリングを実施する曜日が偏らないようにし、週内変動を平

均化することが望ましい。 

サンプリング方法及び対象物質によっては、連続２４時間のサンプ

リングによると破過する場合があるが、この場合はサンプリングを数

回に分けて連続して行うものとする。 



 

４．～６． （略） 

 

７．精度管理及び保守管理 

有害大気汚染物質等の測定は、サンプリング、試料の輸送、前処理、

機器分析といったバッチ処理によって行われることが通常であり、有

効な測定を行うため、それぞれの作業及び機器の管理等を適切に実施

するものとする。また、作業に係る情報等を記録し、測定が終了した

後に精度管理が十分にされているかを記録によって確認できるよう

にするものとする。 

 

８． （略） 

 

別添 優先取組物質 

 

１．アクリロニトリル 

２．アセトアルデヒド 

３．塩化ビニルモノマー（別名：クロロエチレン又は塩化ビニル） 

４．塩化メチル（別名：クロロメタン） 

５．クロム及び三価クロム化合物 

６．六価クロム化合物 

７．クロロホルム 

８．酸化エチレン（別名：エチレンオキシド） 

 

４．～６． （略） 

 

７．精度管理及び保守管理 

有害大気汚染物質の測定は、サンプリング、試料の輸送、前処理、

機器分析といったバッチ処理によって行われることが通常であり、有

効な測定を行うため、それぞれの作業及び機器の管理等を適切に実施

するものとする。また、作業に係る情報等を記録し、測定が終了した

後に精度管理が十分にされているかを記録によって確認できるよう

にするものとする。 

 

８． （略） 

 

別添 優先取組物質 

 

１．アクリロニトリル 

２．アセトアルデヒド 

３．塩化ビニルモノマー（別名：クロロエチレン又は塩化ビニル） 

４．塩化メチル（別名：クロロメタン） 

５．クロム及び三価クロム化合物 

６．六価クロム化合物 

７．クロロホルム 

８．酸化エチレン（別名：エチレンオキシド） 



９．１，２－ジクロロエタン 

10．ジクロロメタン（別名：塩化メチレン） 

（削除） 

11．ダイオキシン類 

12．テトラクロロエチレン 

13．トリクロロエチレン 

14．トルエン 

15．ニッケル化合物 

16．ヒ素及びその化合物 

17．１，３－ブタジエン 

18．ベリリウム及びその化合物 

19．ベンゼン 

20．ベンゾ［ａ］ピレン 

21．ホルムアルデヒド 

22．マンガン及びその化合物 

９．１，２－ジクロロエタン 

10．ジクロロメタン（別名：塩化メチレン） 

11．水銀及びその化合物 

12．ダイオキシン類 

13．テトラクロロエチレン 

14．トリクロロエチレン 

15．トルエン 

16．ニッケル化合物 

17．ヒ素及びその化合物 

18．１，３－ブタジエン 

19．ベリリウム及びその化合物 

20．ベンゼン 

21．ベンゾ［ａ］ピレン 

22．ホルムアルデヒド 

23．マンガン及びその化合物 

 


